
⽔産における⼈材育成

中⽥ 薫 （⽔産研究・教育機構）

・現状・課題
・⽣産現場の持続可能化に必要な⼈材育成

・気候変動、CN等、新たな状況に対応するための⼈材育成



１．水産物供給の持続可能性は？
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海の⽣産⼒の低下
⾃給率57％
漁業従事者の減少
漁村でより進む⼈⼝の減少

l ⽇本⼈が摂取する総タンパク質量の
17%を⿂介類が占める

l 国⺠への⽔産物供給は持続可能か？
l ⾷料の安全保障は？

（⽔産庁）

（R3⽔産⽩書） 国⽴環境研 ⽇本版SSP開発チーム
北海道〜東北太平洋岸データ；⽊所⽒提供
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２．水産業界が考える人材育成への対応

l 漁船漁業に従事している海技⼠の３割（1300⼈）
が60歳以上 →１０年後には70〜80歳代に

l ⽔産系⾼校専攻科進学者の1割が漁船漁業に従事
（維持に必要な⼈員の２割程度）

年齢別漁業就業者数の推移
l 毎年数千⼈スケールで減少
l 新規就業者は2000⼈弱
（これを維持したいが、減少を⽌める
⽔準ではない） ○ ⽔産⾼校卒業⽣が４級海技⼠を受験するのに必要な乗船履歴を短

縮できる「乗船実習コース」を⽔産⼤学校に設置（R１年度〜）
◯安全の確保を前提に、近海中規模漁船の海技⼠２名から、⼩型

船舶操縦⼠１名での出漁可能に（R2〜）

l不⾜する労働⼒；外国⼈⼈材の育成と就労⽀援
lＩＣＴ技術等の活⽤で⼀層の省⼈・省⼒化；技術開発と実装のための⼈材



３．水産業における中長期的課題への対応と人材育成（１）効率化、軽労化

⾃動釣機による省⼈化・軽労化 無⼈機による⿂群探知の⾃動化・効率化

ü 情報の活⽤
=> ⽣産〜流通〜販売〜消費に⾄る⽔産システム全体で活⽤

ü 漁業者データの資源評価・資源管理への活⽤

（養殖業ではデータ活⽤による無⼈化、軽労化・効率化、効率化がより進捗）

• 技術開発、他分野技術の⽔産分野への適⽤を担う⼈材
• 現場実装、商⽤化に必要な⼈材
• 開発された技術を現場で活⽤する⼈材

ü 軽労化・効率化技術の開発



３．水産業における中長期的課題への対応と人材育成（２）新たな課題への対応

https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001406937.pdf
2021/5/25 第2回内航カーボンニュートラル推進に向けた検会資料

l 基本は他のセクタで開発された技術を⽤い
ることを想定。ただし、スペースが⼩さく、
漁労に要するエネルギーが⼤きい

l 安価なバイオ燃料が開発されるか？

漁船等のCN化

その他、アニマルウエルフェア、環境重視、SDGs 対応など
l 将来的には⽔産物を陸上の⼯場で作ることも・・・



４．水産研究・教育機構による人材育成（１）組織

（令和4年6⽉現在）



４．水産研究・教育機構による人材育成（２）対応

１課題対応⼒の強化
l 他分野の情報収集⼒を強化 組織内で共有し、対応⽅針を検討

l 他セクタが⽔産分野に興味を持って⼊れるように環境を整備
他セクタも含めた企業や⼤学等との連携・強⼒で対応⼒を強化
業者・業界を巻き込んだ実証調査（開発調査センター）
養殖関係など、業界とイノベーションプラットフォームを形成

l MOU締結先と連携したジョブ型インターンシップの検討（⼤学等と必要⼈材の育成）

２漁業者や⼀般市⺠への啓発活動等
l 地域の⾏政や試験研究機関との協⼒
l 広報機能を使って⾷料⽣産とそれが持続可能であることの重要性を発信

→資源評価結果をはじめSDGs関連課題成果の⼀般向け発信の強化
l ⽔産⼤学校による⽔産業を担う⼈材の育成
（年200⼈程度の卒業⽣の約８割が⽔産業界に就職）

複数名の理事⻑勅命の補佐役


